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Ⅰ 調査事業の概要 

 

１．目的 

昨今、地域経済社会は、人口減少・少子高齢化、大都市圏への若年層の流出等を背景とし

た働き手の減少・需要の減少、付加価値・生産性の低迷といった構造的な課題に継続的に直

面してきた。そうした中、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、生活・企業経営の見直し・

デジタル化や、事業やサプライチェーンの再構築、また、若年層における地方移住の関心の

高まりや地方への拠点展開等の動きも見られるなど、地域経済社会の不可逆的な変質を伴

う可能性すら生じている。こうした状況を踏まえて、経済産業省では、2020 年 12 月、「ス

マートかつ強靱な地域経済社会の実現に向けた研究会」（以下「スマート研究会」）を設立し、

地域経済産業政策を全般にわたって見直し、“ウィズ・ポスト・コロナ時代”に向けた地域

経済産業政策の在るべき姿の検討を行い、「今後の地域経済産業政策の方向性」として、「デ

ジタルトランスフォーメーションの推進」「価値を創出する取組（イノベーション）の推進」

「地域内外の多様な人材の活用の推進」「地域の持続可能性を高める取組の推進」の 4つを

提唱している（下図）。  

 

 

東北地域の情勢に目を転じると、東日本大震災により経済情勢が大きく減退したが、その

後着実に回復を果たしてきたところ、昨今の新型コロナウイルスの感染拡大に伴う全世界

的な経済低迷により、回復基調に歯止めがかかっているのと同時に、2021 年 4 月から、政

府の「第二期復興・創生期間」が開始する中で、地域の自律的発展に向けた取組が急務であ
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る。 東日本大震災以降、地域が着実に復旧に向けて歩みを進める中で、復興ボランティア

やプロボノを始めとする関係人口が大量に流入し、地域内外の交わりを経て、新たな社会

的・ 経済的価値を創出してきた。これら「つながり」を活かした価値共創の経験は、他地

域を先導しうる東北地域ならではの強みと言える。  

今後、東北地域が持続的発展を図っていくためには、新型コロナウイルスの感染拡大に伴

うデジタル化の潮流を踏まえつつ、上記東北地域の強みを最大限活かした「価値共創」の取

組を推進することにより、オープンイノベーション環境を創出することが重要である。    

本事業では、今後オープンイノベーションの源泉となり得る「ヒト」と「デジタル」に焦

点を当てた調査を実施することにより、今後の東北地域における具体的な施策展開に資す

ること、ひいては、東北地域における価値共創の取組を加速化させ、我が国の未来社会像と

して掲げられている「Society5.0（創造社会）」について、東北地域としての実装を目指す

ことを目的とする。 

 

 

２．事業内容 

（１）東北地域の外部人材活用可能性調査 

  ①外部人材活用に向けた課題等の整理 

  ②外部人材活用に向けた検討会の開催 

  ③「外部人材活用のポイント」の作成 

 

（２）東北地域のデジタルトランスフォーメーション（DX）推進可能性調査 

  ①DX推進に資するアセット（ソリューション、ビッグデータ等）調査 

  ②産業分野ごとの課題の整理 

 

（３）成果広報・横展開事業の実施 

  ①成果広報事業（オンラインセミナー）の実施 

  ②DX推進に係る横展開事業の実施 

 

（４）調査報告書等の作成 
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① 外部環境変化の激しい産業、社内新規事業部門 

② 知識集約型産業、新興成長企業 

③ 人材流動性の高い業種・職種、労働時間に依存しない就業形態 

④ 自社固有の製品・サービス、特定顧客に事業展開している企業 

⑤ 働き方改革に関するミッション・事業を展開している企業 

 

ⅱ）2017年 5月中小企業庁『兼業・副業を通じた創業・新事業創出事例集』  

◆概要 

 兼業・副業に取り組む個人の紹介、送り出し側企業の事例紹介の構成。送り出し側企業の

社内整備や課題を知ることができる。 

◆ポイント 

≪オイシックス（株）の事例≫ 

・ 兼業・副業を認めていくことで優秀層の取り込み（例えば、既に自身で事業を経営して

いるような人材）ができる。 

・ 東日本大震災後、代表が復興のため一般社団法人を設立したことも大きい。 

・ 役員や経営者（個人事業主含む）として、あるいは自己裁量性の高い働き方が多く、社

外から制約を受けた事例はない。 

≪（株）クラウドワークスの事例≫ 

・ 兼業・副業は全て個人事業主のため会社として特に新たな負担（手続き）は発生せず。 

≪（株）ドン・キホーテの事例≫ 

・ 兼業における労基法上の考え方（別事業場で働いている従業員の労働時間を「知ってい

る」とされる範囲、兼業内容が管理監督者や個人事業主（他企業役員等を含む）の場合

の取扱）が曖昧。  

 

ⅲ）2020 年 3 月 関東経済産業局『地域中小企業・小規模事業者の人材確保支援等事業に

おける「外部人材活用ガイダンス・事例集」』 

◆概要 

中小企業が外部人材を活用していくにあたり、必要な情報を取りまとめたもの。よくある

質問として外部人材はどのような人材、注目されている理由、どのようなメリットがあるか、

どのように契約したらよいか、受け入れ前に準備することを提示し、それらに回答するよう

に構成されている。 

◆ポイント 

・ 外部人材を「特定の企業や団体、組織に専従しない独立した形態で、自身の専門知識や

スキルを提供して対価を得る人」と定義。 

・ 外部人材が解決できる課題を人事、マーケティング、広報・プロモーションなどと明示。 

・ 活用前に行う経営課題の確認方法を例示、中小企業庁の「人材確保支援ツール」を利用
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することを推奨。 

・ 外部人材を探す方法として、「マッチング事業者」と「経営支援機関と金融機関」と位

置づけ。 

・ 外部人材は、必ずしも報酬だけが目的ではなく、「やりがいや社会貢献」「新しい知識や

経験を積みたい」などの点を重視することも多い。 

 

ⅳ）2020年 3月関東経済産業局『兼業・副業による人材の受け入れニーズ調査』 

◆概要 

関東に所在する中小企業を対象とし、他社で働く人材の兼業・副業等による自社への受け

入れ実態・ニーズを調査した。兼業・副業等による受け入れ可能な人材要件、業務内容、勤

務形態等を把握・整理し、有効な兼業・副業等による人材の受け入れの在り方を検討した。 

・ アンケート対象：関東に所在する企業 8,000社 

・ 調査手法：郵送によるアンケート調査 

・ 回収率：1,170社、14.6％ 

◆ポイント 

・ 現状では、兼業・副業を受け入れている企業は 1割未満。 

・ 中小企業の特徴としては、「企業秩序の乱れ」や「どういう人材がくるかわからない」

という受け入れにおける不安要素が拭えていないことが挙げられる。 

・ 兼業・副業を受け入れている企業が活用した人材の発掘手段としては「知人・社員から

の紹介」が最も多くなっており、「WEB マッチングサービス」等のツールはほとんどの

企業で活用されていない。 

・ 国に求める支援としては、「成功事例・モデル事例の共有」、「法律の煩雑さの解消」、「兼

業・副業に関する情報の発信」等の意見が多い。 

 

ⅴ）2021 年 3 月関東経済産業局『中小企業への「兼業・副業人材」活用推進におけるヒン

ト集』 

◆概要 

新たな人材活用手段として着目される「兼業･副業人材」に焦点を絞り、これから「兼業・

副業人材」活用支援を開始・ 検討する経営支援機関を対象に、支援に向けたポイントをま

とめた。 

・ 「兼業・副業人材」活用の特徴や活用に適した経営課題の紹介。 

・ 経営課題を整理し、解決策を検討するための経営支援の方法や「兼業・副業人材」活用

支援の流れ。 

・ 「兼業･副業人材」の活用事例や独自に支援を実施している経営支援機関の取組等にて

構成。 

◆ポイント 
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・ 2020年度に公表された「外部人材活用ガイダンス・事例集」の続き。 

・ 「兼業・副業人材」が活躍する代表的な課題・ニーズを明確化。 

・ 「人材活用支援」と「経営支援」は両輪。 

・ 経営課題の明確化・優先順位付けに「ローカルベンチマーク」のヒアリングシートを活

用することを推奨。 

・ 「兼業・副業人材」を確保するため、「人材確保支援ツール分析支援編」を活用し検討。 

・ 人材会社のタイプを類型化し、タイプ別にそれぞれの特徴を解説することでマッチン

グ支援に繋げる。 

 

ⅵ）2021年 3月東京都産業労働局『都内企業における兼業・副業に関する実態調査』 

◆概要 

都内企業における従業員の兼業・副業の状況や外部人材の活用状況に関して現状や課題

を把握するため、実施した。 

・ アンケート対象：都内中小企業 8,000社、都内大企業 1,000社 

・ 調査手法：郵送及び WEBによるアンケート調査 

・ 回収率：2,879社、28.9％ 

◆ポイント 

・ 現状では、兼業・副業活用を行っている企業は 1割程度。 

・ 兼業・副業による外部人材活用の効果は、約 8割が実感。 

・ 兼業・副業を受け入れている企業が活用した人材の発掘手段としては「知人・社員から

の紹介」が最も多くなっており、「WEB マッチングサービス」等のツールはほとんどの

企業で活用されていない。 

・ 外部人材を活用しない理由は、 「会社ノウハウや機密情報の流出懸念」が多い。「会社

の秩序が乱れる」という受け入れ側の問題も。 

・ 行政に求める支援としては、「社内規定の整備」、「外部人材活用事例の紹介」、「活用ノ

ウハウの提供」等の意見が多い。 

 

ⅶ）2021年 3月（株）リクルート『兼業・副業に関する動向調査 2020データ集』 

◆概要 

「兼業・副業」のテーマにおける、働く個⼈および企業の⼈事担当者を対象とした調査

2017 年から継続して兼業・副業に関する調査を実施しており、時系列で比較分析が可能。 

・ アンケート対象：個人向け 1,456名 

人事担当者向け 1,660名 + 1,648名 

・ 調査手法：インターネット調査 

◆ポイント 

・ 兼業・副業⼈材を受け⼊れている企業の 67.0%が 3年以内に受け⼊れを開始しており、
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兼業・副業を認める人事制度の導入状況と同じ動きを示しており、ここ数年で兼業・副

業制度と兼業・副業⼈材の活⽤が両輪で進んでいる。 

・ 兼業・副業制度がある企業は、同時に兼業・副業⼈材の受け⼊れを⾏っており、逆に兼

業・副業制度がない企業は兼業・副業⼈材の受け⼊れも⾏っていない場合が多い。 

・ 社内にも兼業・副業の機会を設けており、 転職していった⼈との関係性を継続する傾

向。 

・ このような⼀部の企業では、社内や社外といった 境界線はだんだんとぼやけつつあり、

これまでの会社という概念ではひとくくりにできない状況が⽣まれている。 

 

（２）先行調査に基づく現状と課題 

ⅰ）外部人材活用の現状 

・ 自社の従業員による兼業・副業は、3割を超える企業が認めている。 

・ 兼業・副業による外部人材の活用は、約 1割にとどまる。 

 

出典：東京都産業局 都内企業における兼業・副業に関する実態調査 
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出典：関東経済産業局『兼業・副業による人材の受け入れニーズ調査』 

 

ⅱ）外部人材を活用しない事業者の主な理由 

・ 「会社ノウハウや機密情報の流出懸念」が最も多い。 

・ 「企業秩序を乱す」や「どういう人材がくるかわからない」が約 2割。 

 

出典：東京都産業局『都内企業における兼業・副業に関する実態調査』 
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出典：関東経済産業局『兼業・副業による人材の受け入れニーズ調査』 

 

ⅲ）外部人材における課題・問題点 

・ 「労務管理上（労働時間・給与管理等）」の問題が第 1位、 「費用対効果が合わない」

が第 2位、「求める人材とのミスマッチ」が第 3位。 

 

出典：東京都産業局『都内企業における兼業・副業に関する実態調査』 
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ⅳ）行政に求める主な支援・要望 

・ 「成功事例・モデル事例の共有」、「活用ノウハウの提供」を望む声が大きい。 

 

出典：東京都産業局『都内企業における兼業・副業に関する実態調査』 

 

 

 

出典：関東経済産業局『 兼業・副業による人材の受け入れニーズ調査』 
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ⅴ）先行調査を踏まえた外部人材活用のポイントは以下の通り。 

・ 兼業・副業による外部人材活用の効果は、約 8割が実感。 

・ その一方で、特に中小企業では受け入れにおける不安要素が拭えていない。 

・ 人材の発掘手段が「知人・社員からの紹介」が多く、「WEBマッチングサービス」の活

用が進んでいない。 

・ 「成功事例・モデル事例の共有」、「活用ノウハウの提供」を求める声が大きい。 

・ 不安要素などは、正しい情報提供と受け入れ企業と外部人材との間で締結する「業務

委託契約書」で防げる点が多い。 

・ 「人材活用支援」と「経営支援」は両輪。 

・ 経営課題の明確化・優先順位付けや人材活用による経営課題解決の検討は、「ローカ

ルベンチマーク」のヒアリングシート、 「人材確保支援ツール分析支援編」等が活

用可能。 

 

（３）外部人材活用に向けた課題抽出 

 上記を踏まえて、東北管内の企業が外部人材を活用するにあたっての課題を抽出した。課

題抽出にあたっては、活用前段階、活用検討段階、活用段階、活用後の４段階に細分化し、

課題を体系化した。 
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２．外部人材活用に関するヒアリング調査 

（１）概要 

 １．の先行調査で抽出された課題等を踏まえ、人材の供給元（人材紹介会社や外部人材プ

ラットフォーマー等）7社、仲介事業者（地域における中間支援機関、地域コーディネータ

ー等）7社、人材の供給先（地域の中小企業・小規模事業者等）17社へのヒアリング調査を

実施した。 

コロナ禍を踏まえた労働市場の変化等の影響について現状を把握するとともに、特に被

災地においては、復興過程における外部人材との共創経験を経て、どのような成果が生まれ、

今後取組を継続させていく上で、どのような課題があるのかを整理分析することにより、地

域企業における外部人材活用の実態や事例を把握するとともに、効果を検証し、今後取組を

進める上での課題などを把握した。 

 

ⅰ）実施時期・方法 

◆実施時期 2021年 10月 1日～15日 

◆実施方法 (株)東京商工リサーチ調査員による面談ヒアリング 
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ⅲ）ヒアリング項目 

◆ヒアリング項目の設計 

 先行調査で抽出された課題を踏まえ、ヒアリング項目を以下の通り設計した。 

 

 

 

 

◆ヒアリング項目 

➀人材の供給元（人材紹介会社や外部人材プラットフォーマー等）への質問事項 

１．企業情報について 

（１）会社（事業）設立の経緯 

（２）現在の事業内容、今後の事業展開について（外部人材活用に関するもの） 

２．登録人材について 

（１）人材登録の要件（スキル、マインド等）、面談の有無 

（２）人材への案件周知、募集方法 

（３）応募人材の事前審査の有無（専門分野や実績等） 

（４）登録人材の構成や最近の動向等（コロナ禍における労働市場の動きなど） 

３．活用企業について 

（１）企業への営業、開拓方法等について 

（２）外部人材活用に向いている業種や企業風土等 

（３）課題の切り出し方、プロジェクト組成の方法等 

（４）外部人材活用に向いている業務、不向きな業務 

（５）契約方法、契約期間等 

（６）フォロー・サポート体制、成果の確認方法等 
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４．実績について 

（１）これまでのマッチング実績 

（２）成約に至った代表事例（可能な範囲で） 

（３）これまでの成約事例を踏まえて、外部人材活用のメリット・デメリット・課題等 

５．東北の企業について 

（１）全国との比較で特徴はあるか 

（２）オンラインの浸透度 

（３）東北ならでの課題、企業における外部人材活用を進めていくためには 

 

②仲介事業者（地域における中間支援機関、地域コーディネーター等）への質問事項 

１．企業情報について 

（１）会社（事業）設立の経緯 

（２）現在の事業内容、今後の事業展開について（外部人材活用に関するもの） 

（３）国、県、自治体等との連携状況（今後の展望も含む） 

（４）現在の雇用情勢や地域情勢等を踏まえた課題等 

２－１．人材について（独自の人材母集団・プールを有する場合） 

（１）人材登録の要件（スキル、マインド等）、面談の有無 

（２）人材への案件周知、募集方法 

（３）応募人材の事前審査の有無（専門分野や実績等） 

（４）登録人材の構成や最近の動向等（コロナ禍における労働市場の動きなど） 

２－２．人材について（外部人材プラットフォーマーと連携する場合） 

（１）連携する外部人材プラットフォーマー（以下「連携先」）の名称及びその理由 

（２）連携先に対して期待する役割／連携を行う上での課題等 

（３）（連携先の）登録人材の構成や最近の動向等（コロナ禍における労働市場の動きな

ど） 

３．活用企業について 

（１）企業への営業、開拓方法等について 

（２）外部人材活用に向いている業種や企業風土等 

（３）課題の切り出し方、プロジェクト組成の方法等 

（４）外部人材活用に向いている業務、不向きな業務 

（５）契約方法、契約期間等 

（６）フォロー・サポート体制、成果の確認方法等 

４．実績について 

（１）これまでのマッチング実績 

（２）成約に至った代表事例（可能な範囲で） 

（３）これまでの成約事例を踏まえて、外部人材活用のメリット・デメリット・課題等 
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③人材の供給先（地域の中小企業・小規模事業者等）への質問事項 

１．企業情報について 

（１）会社（事業）の概要（設立の経緯や現在の経営体制等も含む） 

（２）現在の事業内容、今後の事業展開等について 

（３）資本金、従業員数、売上規模、利益等 

（４）現在の経営課題等 

（５）（オンライン複業等が主流となっている中で）デジタルツール等の活用状況及び今

後の活用意向等 

（６）現在の雇用に関する状況（従業員の過不足状況等） 

２．外部人材の活用実績（複業・兼業・プロボノ・インターン等について幅広く聴取） 

（１）いつ頃、どのくらいの期間、どのような人材を活用した（している・しようと思っ

ている）のか 

（２）外部人材活用のきっかけ・活用した仲介事業者・契約形態等 

（３）外部人材に依頼した業務内容 

（４）外部人材の社内での位置付け（役職）、社内との役割分担 

（５）外部人材活用にあたりプロジェクトチーム組成の有無（有の場合は、社内での位置

付け） 

（６）外部人材活用にあたり苦労した点（外部人材や仲介事業者、社内との関係等） 

（７）外部人材活用の成果（可能な限り定量的なもの：売上が○％アップ、生産性が○％

向上等） 

（８）プロジェクト終了後の、当該人材との関わり状況（定期的なコンタクト等があるか） 

３．外部人材活用のメリット・デメリット等 

（１）外部人材活用のメリット 

（２）外部人材活用のデメリット 

（３）今後の外部人材の活用見込（有無及びその理由、有の場合はどのような案件か） 

（４）他社に外部人材活用を勧める場合、どのような企業が向いているか 

（５）今後、仲介事業者に求める具体的な支援内容や既存事業の改善点等 

（６）今後、行政や支援機関等に求める具体的な支援内容や既存事業の改善点等 
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（２）ヒアリング調査結果（取りまとめ） 
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３．外部人材活用に向けた検討会 

（１）概要 

 副業・兼業・プロボノ人材など多様な人材の活用分野での外部有識者（外部人材プラット

フォーマー、学識経験者、弁護士等）をメンバーとして、「東北地域における外部人材活用

に向けた検討会」を全 5回開催した。 

検討会においては、Ⅲで実施したヒアリング調査結果等を踏まえて、望ましい外部人材活

用のポイント等を議論、整理した。 

 

（２）開催実績 

第 1回外部人材活用に向けた検討会 

  日    時：2021年 10月 29日（金） 10：00～12：00 

  開催方法：オンライン（Microsoft Teams） 

    議  題：委員の自己紹介・取組紹介、事業進捗報告、意見交換 

 

第 2回外部人材活用に向けた検討会 

  日    時：2021年 11月 26日（金） 13：00～15：00 

  開催方法：オンライン（Microsoft Teams） 

    議  題：前回の振り返り、事業進捗報告、意見交換 

 

第 3回外部人材活用に向けた検討会 

  日    時：2021年 12月 16日（木）  

  開催方法：書面開催 

    議  題：アウトプット骨子案の提示、意見交換 

 

第 4回外部人材活用に向けた検討会 

  日    時：2022年 1月 14日（金） 13：00～15：00 

  開催方法：オンライン（Microsoft Teams） 

    議  題：アウトプット素案の説明及び論点整理、意見交換 

 

第 5回外部人材活用に向けた検討会 

  日    時：2022年 2月 25日（金） 13：00～15：00 

  開催方法：オンライン（Microsoft Teams） 

    議  題：アウトプット（案）について、今後の取組について、意見交換 
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（３）検討会の委員 

＜座長＞ 

石山 恒貴  法政大学大学院政策創造研究科 教授 

＜委員＞ 

石井 重成  青森大学社会学部 准教授 

猪尾 愛隆  JOINS株式会社 代表取締役 

白石 紘一  東京八丁堀法律事務所 弁護士 

本多 智訓  一般社団法人 IMPACT Foundaion Japan 

INTILAQ東北イノベーションセンタープログラムディレクター 

南田 修司   特定非営利活動法人 G-net 代表理事 

※いずれも敬称略 

 

（４）検討会の議事内容 

本検討会の議事は原則非公開として開催した。 
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４．外部人材活用のポイントの作成 

（１）概要 

Ⅱ～Ⅳ事業の内容を踏まえて、「外部人材活用のポイント」を作成した（別添参考資料）。

作成に際しては、企業目線で外部人材活用の方法やメリット、成果等をわかりやすく記載す

るとともに、中間支援機関や地域コーディネーター等が地域中小企業等の取組を促進する

にあたり、有効活用頂くことを想定した。 

 

 

 

（２）名称について 

「外部人材活用のポイント」の名称は、Ⅳ 外部人材活用に向けた検討会における議論の

内容も踏まえて、「人材共創経営のススメ ～なぜ、あの企業には人が集まるのか？今こそ、

多様な人材が活躍するオープンな組織への変革～」に決定した。 

なお、人材共創経営の定義は、「地域社会の未来を見据え、①組織変革（多様性・開放性・

流動性）に挑戦し、②多様な人材との共創（パートナーシップ）により、③事業の成長や発

展に繋げている企業経営」とした。 

 

（３）内容について 

ⅰ）人材共創経営とは 

人材共創経営の定義を記載し、将来ビジョンや世界観を提示した。 
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ⅱ）今、東北地域が直面している課題  

人材共創経営に取り組む背景（構造的課題、コロナ禍における社会変化、復興過程で得

られた「共創経験」）を記載した。 

ⅲ）直面する経営課題への対応 ～副業・兼業・プロボノ人材という選択肢～ 

従来の外注や直接雇用と異なる、新しい社員形態としての、副業・兼業・プロボノ人材

と協業する選択肢を提示した。 

ⅳ）東北地域の取組事例 

身近なロールモデルとして 10社を紹介し、経営課題やきっかけ、依頼した業務、得ら

れた成果等を記載した。 

ⅴ）副業・兼業・プロポノ人材が効果的な業務や留意事項 

協業により成果が得られやすい業務、メリットや協業前後の留意点等を記載した。 

ⅵ）副業・兼業・プロポノ人材と協業するためには 

協業するにあたっての相談先と支援内容、協業に至るまでのフローを記載した。 

ⅶ）支援機関の取組 

公的支援機関、地域コーディネート機関、民間支援事業者の取組例を記載した。 

ⅷ）まとめ 

検討委員の紹介と委員のメッセージ等を記載した。 
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Ⅲ 東北地域のデジタルトランスフォーメーション（DX）推進可能性調査 

 

１．DX推進に資するアセット（ソリューション、ビッグデータ等）調査 

（１）概要 

これまで実施された過去の調査報告書、新聞等のマスコミ掲載記事などの文献調査に

加え、（株）東京商工リサーチが保有する個別企業の情報を活用し、事業化支援の 81事例

を収集した。 

抽出したリストは、IoT関連は、画像センサーなどと組み合わせた技術が多く、製造業

を対象とする製品・サービスが多い。AI 関連は、需要予測に活用しているものが多い。

大学、高専、工業技術センターは、実証実験のサポートを行っており、共同事業の例が多

くみられた。 

 

（２）使用フォーマット 

収集したリストは商号、所在地、製品一覧、商品説明、URLで構成し、一覧表にまとめ

た。 

今後 DXを推進していくにあたり、実施主体や用途、これらの製品・サービスで何を解

決することができるのかを中心に構成した。 

 

 

 

 

（３）調査結果 

貴局管内を中心に 81事例を収集した。AI、IoT、ビッグデータ等を活用し、すでに商

品化されたものから実証実験の段階まで幅広いラインナップとなった。 

  詳細は別表の通りである。 

 

 

２．産業分野ごとの課題の整理 

（１）調査方法 

ものづくり（部材）、小売（サービス）、ヘルスケア、観光の産業分野に係る事業者や業

界団体、関係機関のうち 15者を選定し、ヒアリング調査を実施した。なお、新型コロナ

ウイルス感染症の蔓延防止の観点から、WEB会議システムを最大限活用した。 

 

（２）選定企業リストと選定の考え方 

「デジタル技術の活用を導入・検討している」、「当該産業分野の課題を把握している」、

「実証実験に協力的な先」など日々の業務の中で改善したいニーズをより多く抱えてい

No 商号 所在地 製品一例 商品説明 URL

1
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（３）ヒアリング項目 

ヒアリングを行うにあたり、企業情報、デジタル化の状況、デジタル化・DXに向けての

課題感の観点から、ヒアリングのフォーマットを作成した。 

フォーマットは、以下の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）ヒアリング結果 

１）ものづくり（部材） 

＜結果概要＞ 

業界団体としては、会員企業の技術力向上ないし広報活動、ニーズ・シーズ調査、マッ

チング設定など AI・IoT 技術の活用を念頭において産学連携活動を行う業界団体が立ち

上がっており、製品化につながる開発に取り組んでいる事例がある一方で、団体の活動を

広く周知する仕組みづくりに課題がある。個社へのヒアリングで AI・IoTなどに関するコ

ーディネーターや人材を紹介して欲しい、誰に相談すればよいのか分からないなどの意

見が寄せられていることからも、支援機関の活動が浸透していないことが伺える。 

個社の取組においては、業務系システム（生産管理、受発注管理、在庫管理等）は一部

は導入済みという事例が多かった。生産現場における AI、RPA、IoTなどデジタル技術の

活用では、生産管理の可視化、作業手順書の紙からデジタルへの移行、製品の追跡システ

ム、バーコード表記による受発注作業工程の簡素化、製品の仕分けシステムの導入等が進

１．企業情報について 

（１） 会社（事業）設立の経緯 

（２） 現在の事業内容 

 

２．デジタル化の状況について 

（１） 自社及び業界内でのデジタル化・デジタル技術活用の状況について 

（２） デジタル化の活用がある場合 

ア）どのようなソリューションを活用しているか 

イ）そのソリューションにはどのような技術が使われているか 

ウ）ソリューション導入にあたり、外部人材（IT ベンダー等）の支援を受けた

か 

 

（３） デジタル化の活用があまりない場合 

ア）活用が進まない理由は何ですか 

イ）上記ア）で費用対効果と回答した場合のみ。具体的にデジタル化を進める

検討を実施したか 

ウ）上記ア）で人材不足と回答した場合のみ。どのような人材確保を検討しま

すか 

エ）上記ア）で人材不足と回答した場合のみ。専門家派遣事業などの活用検討

を実施したか 

 

３．デジタル化・DX に向けての課題感（デジタル化の余地） 

（１） デジタル化・DX に向けての課題を教えてください 

（２） デジタル技術に活用に限らず、お困りごとがあれば、教えてください 
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んでいることが分かった。他方で、少量多品種生産の業態での生産管理や設備稼働率の向

上等、デジタル技術の活用が解決に資するような課題も見られたほか、従業員の ITリテ

ラシーの向上、人材育成へのニーズも多くあった。 

 

以下、ヒアリングフォーマットの項目に沿って主なヒアリング結果を示す。 

 

ｉ) 自社及び業界内でのデジタル化・デジタル技術の活用の状況について 

■どのようなソリューションを活用しているか 

・ＥＲＰシステム： 

各製品の製作時間を見える化できるようにした。受注入力をすると各工程に加算され、

工程での作業が完了したら製作時間を表示から消し込むことで、工場内に於ける作業が

未完了である商品の作業状況が把握できるようになり、生産ライン上の人員配置をコン

トロールできるようになった。 

・工程作業手順の QRコード化： 

時間帯や持ち場を問わず、工程間の人員の補強が可能になった。また、積極的に新卒採

用や外国人実習生の受け入れを行っているが、経験の浅い社員でも業務に従事しやすい

環境が整った。 

・製品の追跡システム： 

自社 WEB より注文確認をし、その画面から配達業者が提供する追跡システムに照会番

号を入れずとも、即時確認が可能となった。納品予定日を宅配業者のサイトから取得（コ

ピー＆ペースト）、RPA を使いデータをまとめて所定のフォーマットにうつしメール配信

する。 

・自動発注システム： 

商品発注時にバーコード（発注内容）を読み取ることで発注書が発券されるようにした。

QR コードが発注書にも付与されており、自動で協力会社（材料、部品等の仕入れ先）に

FAX配信が可能となった。 

 

■そのソリューションにはどのような技術が使われているか 

・AI、IoT、画像処理、超音波など各種センシング、RPA。グループウェアや RDB（リレーシ 

ョナルデータベース。データを複数の表として管理し、表と表の関係を定義することで、 

複雑なデータの関連性を扱えるようにしたデータベース管理方式を指す）なども活用し 

ている。 

 

■デジタル化が進まない理由は何か 

・AI、IoTなどの導入やデジタル化を進めたいが、どのくらいの費用がかかるのか想像でき 

ない。自社のみで対応できる金額なのか、同業者との共同で対応した方がよいのか、安価 
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なツールで対応することができるのかどうかも自分たちでは判断がつかず、二の足を踏 

んでいる。 

・投資判断にあたり、相談できるような人材が欲しい。 

 

■ソリューション導入にあたり、外部人材の支援を受けたか 

・導入したシステムのベンダーからレクチャーを受けた。 

・IT企業からの Uターン者などの内部人材で対応した。 

・現場社員が IoTの知識を身につけ、自ら仕組みを構築することを念頭において人材育成 

をしている。 

・（業界団体）大学と企業をマッチングさせ、大学の指導を受けてソリューション開発を行 

った。 

 

ii) デジタル化・DXに向けての課題感（デジタル化の余地） 

■デジタル化・DXに向けての課題 

・図面から自動で見積を算出できるシステムがあるといいと感じる。 

 ・過去の受注履歴を相関、ないし複合化することで、今後の受注予測が行えるようなＡＩ

を求めている。更なる効率化が図られるほか、ユーザーからの自発的な受注ありきに限

らず、先だって商品提案を行ったり、注文時のフォローが可能となる。 

・人流解析を行い、製造ラインの適正人数を把握したい。現状は人による判断となってい

る。 

・アプリから商品発注を促進し、データを RPAで処理したい。受注内容、生産・出荷状況

を一括してアプリ内で管理することで作業効率が更に簡素化できるのではないかと考

えている。 

・経営者中心に、ITに対するアレルギーをなくしていくことが重要と感じる。 

・従業員の ITリテラシーの向上を図りたい。 

・（業界団体）団体としての活動を広く周知できる仕組みづくりに課題がある。 

 

 ■そのほか、事業を進めるうえでの課題 

 ・汎用機の取り扱いは作業者の経験や勘によるところが大きく、技術の伝承という点  

で AIを活用することはできないか。 

 ・AI・IoTなどに対するコーディネーター的な人材に話を聞いてもらいたい。 

 ・自社で制作した仮想統合基幹業務システム（安価な既存サービス・システムの組み合わ 

せ）を外販していきたい。 

 

２）小売（サービス） 

＜結果概要＞ 
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POS や自動発注システムなどバックオフィス系の導入は進んでいる。売り場ではセミセ

ルフレジを導入しているが、ビッグデータ収集分析や売り場へのデジタル化・デジタル技

術活用は積極的に行っていない社もあった。またある社では、これまでの世帯ごとの顧客

管理から、スマホアプリを作成し顧客 1名につき１IDを付与することで属人的な商品ニー

ズの把握と推計を実施しており、個人のスマホにデータを蓄積するブロックチェーン技術

を導入している。個人へのおすすめ商品の案内、嗜好に合わせたレシピ提供などに繋げて

いる。 

他にも、商品の配達に際して、コースシミュレーションを実施しドライバーの配達経路

の最適化を行う実証実験や、商品のチラシ・カタログ配布に関して、AIによる会員の利用

指数計算を以って、配達部数の削減を図る実証実験を行っている事例も見受けられた。 

 

以下、ヒアリングフォーマットの項目に沿って主なヒアリング結果を示す。 

 

i)自社及び業界内でのデジタル化・デジタル技術の活用の状況について 

■どのようなソリューションを活用しているか 

・社内用：POS、基幹業務システム、グループウェア、電子契約、電子請求、RPA,AI など。 

・顧客用：ECサイト、BOPIS（オンライン購入＆店舗受取サービス）、各種アプリなど。 

・ツール：HRテック（労務管理や採用管理）ツール、slack、notion、LINE、typeform等 

 

ほか、実証レベルで活用しているものとして、無人レジ、スマートロッカー、商品レコメ

ンド、データ分析などがある。 

 

■デジタル化が進まない理由は何か 

・ビックデータ収集・分析について、顧客属性の把握の必要性を感じていない。 

・売り場の品出しロボットの検討をしたこともあるが、地域貢献のためにも雇用の場を奪っ

てはいけないという考えがある。 

・費用対効果が合わず、実施を見送る場合がある。実際に効果があるかどうかわからない段

階で実証事業を行うと高額となる場合があり、見送ってきたケースがある。 

 

■ソリューション導入にあたり、外部人材の支援を受けたか 

・スーパーのシステム開発を得意とする ITベンダーから支援を受けた。 

・これまで付き合ってきた大手企業や既存先に支援をお願いすることが多い。 

・新しい概念・サービスの検討の場合はベンチャー企業との業務提携などが多い。 

  

ii)デジタル化・DXに向けての課題 

■デジタル化・DXに向けての課題 
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・商品分類が未だ AIでも対応しきれない部分がある。例えば、“シーオーシャン”と言うカ

ニ蒲鉾の分類について、ラベルに「カニ蒲鉾」の表記が無ければ適切に分類できず、そう  

いった AIが対応しきれないところはスタッフが手作業で実施している。 

・利用予測系の精度が上がるとよい。 

・官公庁が関連する業務の標準化がされていないことによる負荷が高い。地方自治体が発

行する介護券や地域振興券、請求書のフォーマットがバラバラで、１種類ずつ手続きを

する必要がある。自社はある程度システムを自動化している中で、アナログなイレギュ

ラーな処理が発生するため、人員を割かなければならず、それに伴うヒューマンエラー

も少なからず発生している。 

・無人レジなど実用化となったとしても全店導入は厳しい。RFID タグを使えば大手衣料

品小売店のように楽に会計できる可能性はあるが、商品単価が低い業態においては全

商品に付けるとコストが合わない。センサーなどによる棚卸作業の省力化も技術的に

は既にあるが、やはり単価は全然合わない。 

・人事、労務管理システムを充実させたいが、IT ベンダー、コンサル系などに相談して

も実現できなかった。アルバイト・パートの年収管理とリンクさせたシフト表作成、来

店状況（繁忙期、閑散期）を予測しながらシフト配分を決めるなどの取組を進めたい。 

 

■そのほか、事業を進めるうえでの課題 

 ・古い仕組みから新しい仕組み（デジタル化）にシフトするためには、移行期に多額の資

金需要が発生するが、活用できる補助金などがない場合がある。 

 ・協同組合の場合、組織体制の都合上、DXを推進するには法規制が壁になる場合もある。 

 ・これまで自社になかった新しい考え方でのデジタル技術活用（当社では無人レジや

BOPISを検討）を行う際に、関連する法規制の検討・確認が難しく、時間がかかる。例）

医薬品、タバコ、酒、個人情報保護関連、レシートへの表記、領収書、景品表示関連な

ど。 

 ・デジタル技術の進歩が早く、追い付けない。 

 

（３）「ヘルスケア」の課題整理 

＜結果概要＞ 

新たなビジネスプランには何らかのデジタル技術が活用されているケースが多い。介

護が必要な人がベッドから離れたことを赤外線センサーで感知し、介護者のスマートフ

ォンなどに通知したり、おむつの交換が必要なタイミングをセンサーで検知・通信を行い、

介護者に知らせるシステムの開発などがある。 

バックオフィスのシステムについては、電子決済、ペーパーレス化、出退勤管理、自動

シフト表、給与支払いまで一気通貫でできるシステムの導入や、予算管理業務、仕訳処理

業務などにシステムを導入している例もある。 
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現場でのデジタル化は、人手不足をカバーする介護ロボットの導入などが想定される

ところ、現場の意見を反映させたものが少なく、用途に合わないとの声もあった一方で、

インカムなどに加えてシルエット見守りセンサーによる介護者負担軽減を図っている事

例もあった。 

 

以下、ヒアリングフォーマットの項目に沿って主なヒアリング結果を示す。 

i)自社及び業界内でのデジタル化・デジタル技術の活用の状況について 

■どのようなソリューションを活用しているか 

・構内 Wi－Fi整備、業務におけるタブレットの導入のほかシルエット見守りセンサーを導

入している。 

・職員の身体的な負担軽減としてマッスルスーツなどの導入を検討したものの、導入には至

っていない。 

・健康データの見える化などヘルスケアビジネスに必要な数値化・省力化に資する機能の開

発を促進している。 

・福祉会計に最適化されたパッケージソフトと既成グループウェアのワークフロー機能の

導入、これらを結ぶ Web-API連携のシステム開発を行った。 

 

■そのソリューションにはどのような技術が使われているか 

AI、RPA、IoT（センシング）、赤外線カメラなど。 

 

■ソリューション導入にあたり、外部人材の支援を受けたか 

・地元 IT企業と従前よりシステムに関する相談を行っている。 

・メーカー直接、販売店経由が多い。自社である程度対応できる部分は、地元 ITベンダー

などに相談している。 

 

ii)デジタル化・DXに向けての課題 

■デジタル化・DXに向けての課題 

・デジタル技術を活用した新たなヘルスケアビジネスの創出に向けた企業間連携の促進を

図っていきたい。 

・人手不足を解消するための AIを使ったアイデアは持っているが、どこに相談したらよい

か分からない。 

・まずは現場の意見収集をしっかり行い、本当に現場職員が欲していることを理解すること

がデジタル化・DXの近道ではないかと思う。 

・インカムを利用しながら職員同士のコミュニケーションを図っている。現場の職員は手が

なかなか空かないが、画像センサーを利用するシステムとインカムが市販のスマホでは

同時利用できず、困っている。 
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・インカムの音声をテキストデータにできれば、職員間の申し送りを紙ベースからデジタル

化できるのではないか。 

・バックオフィス系の IT化を進めたい（定型業務への RPA導入、支払・決裁システムや介

護記録のデジタル化等）。 

・社内における IT人材の育成が必要と感じている。 

 

■そのほか、事業を進めるうえでの課題 

・ベテラン職員の勘・経験に頼っている部分の知見を蓄積していきたい。これまでもマニュ

アル化している部分はあるが、対人ということもあり、「言語化できない」、「数値化でき

ない」要素が多い。 

・見守りセンサーシステムについて、事後確認ではなく、未然に事故を防ぎたい。イベント

が発生した時に、アラートが鳴るなど予測して検知できないか。予測となると AI導入と

なるが、人の動きは個別性が高く、学習させることができるか、汎用性を持たせることが

できるかなど課題がある。 

・中小企業が行う製品開発・実証に必要な資金の確保が課題である。 

・人手不足が顕著で、既存人員に負担がかかり、精神的なストレスを抱え、離職するケース

が多い。結果的に優秀な人材が集まりにくくなり、業界として悪循環に陥っている。 

・世代間のギャップが激しいことに加え、ベテラン職員から経験や技術の伝承ができていな

い。AI の指示によって効率的に動くことができれば、時間・心の余裕が生まれ、教育環

境も良くなるのではないかと思う。 

・大規模修繕が発生する時期に近づいているが、今般の資材高騰などの影響で見送るケース

が増えている。 

 

（４）「観光」の課題整理 

＜結果概要＞ 

業界団体としては、東北地域、広域での観光系データ・マネジメント・プラットフォー

ムを運営しており、地域の観光動態統計、旅行観光消費動向調査、観光入込客統計など公

的データを落とし込み、過去の実績から分析を行って、ターゲット層の想定を実施してい

る。会員サービスとして、おすすめ情報の配信や、アンケート回答に対するポイントの付

与などを行い、顧客層を増やしている。個社としては、宿泊予約システム、業務系システ

ム（勤怠、購買、経理、請求システム）、自動精算システムなどを導入している場合が多

く、自社ホームページにて募集ツアーのオンライン予約販売、ホテルや貸別荘のオンライ

ン予約を行っている事例がある。なお、ホテル、貸別荘事業では非対面形式の機械を導入

してチェックイン、チェックアウト業務を進め、無人カメラの導入、部屋の冷房の遠隔作

業での自動化等も実施している例もあった。また、ドローンで撮影した素材を活用した HP

や SNS等の販促も進んでいる。ホテル業では、クチコミの集約他、電子機器や無人カメラ
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の導入が増えている。 

 

以下、ヒアリングフォーマットの項目に沿って主なヒアリング結果を示す。 

i)自社及び業界内でのデジタル化・デジタル技術の活用の状況について 

■どのようなソリューションを活用しているか 

 ・東北観光 DMP（データ・マネジメント・プラットフォーム） 

※業界団体が運営するデータの見える化・分析システム 

・CRM(顧客管理システム）   

 ・問い合わせ対応への AIチャットボットの導入 

 ・旅行業の管理システムを導入し、会計、顧客管理、予約管理を連動させる等している。 

 

■そのソリューションにはどのような技術が使われているか 

AI、RPA、IoT  

 

■デジタル化が進まない理由は何か 

 ・導入のコスト。IT導入補助金などを活用できるのであれば、デジタル化を進めていくこ 

とができる。 

・電話対応の音声自動入力なども検討したことがあるが、方言をきちんと認識することが

できるのかなど疑問が残る。 

 

■ソリューション導入にあたり、外部人材の支援を受けたか 

・導入するシステム等を扱う ITベンダーの支援を受けた。 

・財界団体のセミナーにて紹介があり、導入支援を受けた。 

・大手 ITベンダー、ホテル向け IT事業者の支援を受けた。 

 

ii)デジタル化・DXに向けての課題 

■デジタル化・DXに向けての課題  

・ノーコードでアプリ開発・運用・分析ができるアプリケーションプラットフォームも活用

しながら、全従業員にスマホを支給し、社内通知や稟議、EC サイトの運用などをアプリ

で一元的に管理できないかと考えている。 

・クラウド勤怠管理システムで人事・給与システムの効率化ができないか。 

・客室の TVに館内の利用情報（売店や大浴場の混雑状況など）を流したい。 

・電話対応：音声入力（チャットボット）の導入。 

・（業界団体）Base TOHOKU!など観光地域を周遊させるコンテンツを有しているが、観光統

計や NTTの動向統計などは、過去１年間のデータを購入し分析しているので、1年前の古

い情報を基にプロジェクトやおすすめ案内などを実施しており、分析したデータと実態
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が乖離するケースがある。 

・業界としては、未だに FAXが多い。交通、宿泊、飲食店などがネットに繋がり連携できる

ようになれば、例えばスマホに近くの飲食店やお土産屋さんの情報が入り、現在地から

どのくらい時間がかかるか、混雑状況などをお知らせするようなサービスなども実現

できるかもしれない。 

・旅行手配にあたり、バス会社、ホテルなどに仮予約しているものを本予約にするか、キ

ャンセルするかの管理をスタッフがアナログでやっている。キャンセル料が発生する

何日か前にアラートがなるようにできれば、予約漏れやキャンセルを失念することが

なくなるのではないか。 

・パッケージ、システムを導入することはよいが、それを使いこなすことのできるＩＴ人

材が中小企業にはいない。外部からの教育・サポートが必要である。 

・RPAなど活用の幅が広いものに関しては、具体的に自社業務に落とし込んだ際のイメー

ジが湧きづらい。そのため、費用対効果がどの程度か事前に検討することが難しい。 

・今後については、電子帳簿保存法改正に伴う原票保存・管理への対応、インボイス制度

導入への対応などが課題。 

・勤怠と給与システムを連携させたい。 

・省力化という点で見た場合、配膳ロボットや消毒ロボットの導入などの導入も想定でき

る。 

・館内の人流把握（バイキング会場や入浴施設の混雑状況を宿泊者にプッシュ型で通知す

るなど）は実施したい。 

 

■そのほか、事業を進めるうえでの課題 

  ・SNS(インスタ、Twitter、Facebook)などの生の声を集めるツールが欲しい。 

・アフターコロナに向けてデジタル化などの投資を続けていかないといけない。 

・東北は特に 2 次交通の問題を抱えている。若年者層におけるペーパードライバーの増

加、高齢者層におけるレンタカー需要の減少など旅行地で車を利用するケースが少な

くなっている。気軽に 2次交通が利用できるような、たとえばタクシー、バスなど地域

における配車システムを構築できれば、旅行者の 2次交通の不安・負担を解消できると

思うが、自社のエリアでは実用には至っていない。 

・バス会社、タクシー会社、ホテル・旅館、旅行代理店などが連携することで地域課題の

解決にも貢献できるのではないかと考えている。より密な連携が必要。 

 

３．調査結果を踏まえた課題の整理 

本節では、アセット調査、ヒアリング調査の結果を踏まえ、今後の方向性について整理

する。アセット調査では、ビッグデータ等の蓄積や利活用は未だあまり進んでいないもの

の、企業が提供しているソリューションの分野は幅広く、AIを活用した画像処理や需要予
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測、各種センシングによる業務改善に資するソリューションの提供などが見受けられる。

他方、産業ごとのヒアリングでは、業種固有の事情からくる課題感は多岐にわたる一方、

同業の事業者同士ではある程度共通する悩みであることも伺えた。 

地域における DX推進を行うためには、こうしたソリューションを持つ企業や大学と、経

営課題を解決したいが一歩を踏み出せない中小企業が出会い、互いについて知る機会やき

っかけが必要であり、こうした機会を提供することは有益であると思われる。 

また、両者を適切に橋渡しできるような人材の存在も重要となる。ソリューション導入

費用だけでなく、人材育成などを含めたデジタル関連投資をコストとみる企業も多いなか、

リソースに限りのある中小企業の実態を正しく理解し、第三者的な視点で適切な手段を提

案できる「企業 DX支援者」（金融機関、商工団体、その他外部専門家などを想定）との連

携やネットワークづくりを促す仕組みづくりも肝要である。 
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Ⅳ 成果広報・横展開事業の実施 

 Ⅱ及びⅢの調査で得られた成果について、地域企業や中間支援機関、地域コーディネータ

ー等に対して周知・広報を行い、東北地域における価値共創環境整備を促進することを目的

としてオンラインセミナーを開催した。 

 

１．企業 DX支援者向けオンラインセミナーの開催 

（１）開催内容 

日  時：2022年 3 月 16日（水）13：30～15：30 

開催方法：Microsoft Teams LIVE 

参加対象：東北地域の IT企業、商工団体、自治体、金融機関など 

参加者： 64名（申込数 95名） 

プログラム： 

13：30～主催者挨拶 東北経済産業局 地域経済部 製造産業・情報政策課 

参事官 石川 俊介 

13：35～『デジタル化・DX関連の動向』 

      東北経済産業局 地域経済部 製造産業・情報政策課 

      係長 佐藤 優希 

14：00～『実例から学ぶ、東北の企業に対してデジタル（D）を活用した変革（X） 

を促す方法』 

      株式会社 MAKOTOキャピタル 代表取締役 福留 秀基 氏 

15：00～『中小企業の IT導入支援』 

      独立行政法人中小企業基盤整備機構東北本部 

      企業支援部 企業支援課 課長代理 長滝 修平 氏  

 

（２）結果概要 

本セミナーは、主に企業 DX支援者を対象として、デジタル化・DX関連の動向や、企業の

変革を促す方法について実例を交えて提示することにより、企業のアクションに繋げるこ

とを目的として開催した。 

はじめに、東北経済産業局 地域経済部 製造産業・情報政策課 係長・佐藤 優希より、

『デジタル化・DX関連の動向』の内容で、なぜ今 DXが必要か、DXの定義を説明し、業種ご

との課題、DXに取り組む際には、自社の目指す姿や戦略策定の必要性、地域企業に DXを浸

透していくためには、支援事業者の協力が必要との話を頂いた。 

第 1部講演では、株式会社 MAKOTOキャピタル 代表取締役 福留 秀基 氏より、『実例

から学ぶ、東北の企業に対してデジタル（D）を活用した変革（X）を促す方法』と題して、

DXの取組方や具体的な成功事例を複数挙げられ、デジタルや ITの論点（機能戦略）にとど

まらない会社全体の論点（企業戦略）の発掘と評価、達成するためのロードマップ作成につ
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いてのお話を頂いた。 

第 2 部講演では、独立行政法人中小企業基盤整備機構東北本部 企業支援部 企業支援

課 課長代理 長滝 修平 氏より、『中小企業の IT導入支援』と題して、同機構が実際に

行っている IT経営簡易診断の内容、実例などのお話を頂いた。 

なお、本セミナーは、新型コロナウイルス感染症の感染予防対策の観点から、Microsoft 

Teams LIVEを使用したオンライン形式で開催した。本セミナーの参加申込者が 95名と多数

に達したことから、当日の質疑応答やチャットでの質問は行わず、セミナー終了後のアンケ

ートにて回答する形式とした。 

 

（案内チラシ） 

 
 

（当日の様子） 
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（３）アンケート結果 

Q1.今回のセミナーへのご参加の目的をお聞かせください。(複数回答可） 

 

 

 

 

Q２．本日セミナーのご感想をお聞かせください。 

１．『デジタル化・DX関連の動向』 
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２．『実例から学ぶ、東北の企業に対してデジタル（D）を活用した変革（X）を促す方

法 』 

 

 

３．『中小企業の IT導入支援』 

 

 

 

Q３．『デジタル化・DX関連の動向』／東北経済産業局へのご質問内容（自由回答） 

・DXの定義や進める上での背景などを理解できました。 

・非常に分かりやすく、整理がつきました。 

・後半の話を聞くために必要な前提情報だったと感じましたので満足しております。 
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Q4．『実例から学ぶ、東北の企業に対してデジタル（D）を活用した変革（X）を促す方法 』

／MAKOTOキャピタルへのご質問内容（自由回答） 

・みちのく DAOについて詳しい資料をいただきたい。 

・お客様の要望に対してその背景にある戦略まで把握して、提案するのは素晴らしいと思

いました。 

・自社の業務の洗い出しから層別しレベルごとにデジタル化を進めるステップが理解でき

た。 

・DX実現へのステップの分け方が大変わかりやすくかつ腹落ちしました。デジタイゼーシ

ョンの次にデータドリブン経営のように表現されていましたがここが腹落ちしました。 

 

Q5．『中小企業の IT 導入支援』／中小企業基盤整備機構東北本部へのご質問内      

容（自由回答） 

・簡易診断等のサービスがあることを知らなかった。周知する。 

・制度については知っていたため再度の確認にはなった。 

・意外と進んでいないのがフロント業務やバックオフィス業務であることを再認識し、活用

を勧めたいと考えました。 

 

Q6．東北経済産業局では来年度以降も、DX推進にかかる取組みを進めてまいります。 

  どういったセミナーやイベント等の施策であれば次回以降も参加してみたいですか。 

(複数回答可） 

 

 

Q7．その他ご要望／ご意見等ございましたら、何なりとお聞かせください。（自由回答） 

・目的を明確化して開催したほうが良いと感じた。IT 活用なのか DX なのか、NFT なのか。 

・DXの導入支援に関するセミナー内容として受け取ったのですが、聴講者は比較的 DXに対
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して知識があまりない方が参加していらっしゃるような気がします（すみませんが、私の

勝手な印象です）。ある程度理解はできたものの、もう少しゆっくり丁寧に説明なさって

も良かったかなと思いました。時間もあと 30分１時間長くてもわかりやすい方が良いと

思います。 

・「生産工程のスマート化診断」の事例紹介を希望します。 

・国や自治体、商工団体の DXが遅れている。民間事業者の支援をするにしても自分たちが

遅れている以上、支援がしづらいのが現状。 

 

 

２．企業の課題解決セミナー「人材共創経営のススメ～副業・兼業人材と「協業する」選択

肢」の開催 

（１）開催内容 

日   時：2022年 3 月 22日（火）16：00～18：00 

開催方法：Microsoft Teams LIVE 

参加対象：東北地域の民間企業（地域未来牽引企業含む）、自治体、商工会など 

参加者：53名（申込数 92名） 

プログラム： 

16：00～主催者挨拶 東北経済産業局 総務企画部長 藤岡 伸嘉 

16：05～第 1部講演 

「優秀な人材を味方にする、副業・兼業人材の採用～すぐ実践できる成功事例 

とノウハウ～」 

      講師：JOINS株式会社 代表取締役 猪尾 愛隆 氏 

16：50～第 2部パネルディスカッション 

「地域企業における副業・兼業人材採用の実践事例」 

      講師：JOINS株式会社 代表取締役 猪尾 愛隆 氏 

         株式会社ニューテックシンセイ 代表取締役 桒原 晃 氏 

         山形県プロフェッショナル人材戦略拠点マネージャー 吉田 勉 氏 

モデレーター：東北経済産業局 総務企画部企画調査課 総括係長 六沢 翼 

 

（２）結果概要 

本セミナーは、主に地域中小企業を対象として、社内の限られたリソースだけでは解決で

きない経営課題を解決する選択肢として「副業・兼業人材との協業」を提示することを目的

として開催した。 

はじめに、主催者を代表して、東北経済産業局 総務企画部長の藤岡 伸嘉より、本事業

の背景や概要等について説明、挨拶を行った。 

第 1部は基調講演として、JOINS株式会社 代表取締役 猪尾 愛隆 氏より、『優秀な人
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材を味方にする、副業・兼業人材の採用～すぐ実践できる成功事例とノウハウ～』と題して、

昨今の採用事情、優秀な人材を味方にする副業プロ人材活用、副業プロ人材紹介サービス紹

介の内容についてお話を頂いた。講演は、「採用難時代の昨今において、副業人材採用は重

要であること」、「副業人材のメリットは、全国から“優秀な人”を採用できること」、「まず

人材に会ってみること」、「副業人材活用のポイントは“中の人”として受け入れること」の

４つのポイントを挙げ、具体的な事例を交えて受入側のマインドセットがいかに重要であ

るか、受講者に伝わる充実した内容であった。 

第 2部はパネルディスカッション形式で行われ、第一部に続き、JOINS株式会社代表取締

役 猪尾 愛隆 氏、副業人材を実際に受け入れた中小企業を代表して、株式会社ニューテ

ックシンセイ 代表取締役 桒原 晃氏、受入サポートを行った山形県プロフェッショナル

人材戦略拠点 マネージャー 吉田 勉氏を登壇者として迎え、モデレーターは東北経済産

業局 総務企画部企画調査課 総括係長 六沢 翼が務めた。 

内容として、副業人材を受け入れるきっかけ、経営課題から始まり、プロジェクトの組成

方法や各支援機関のサポート体制、協業するうえでのポイントや成果等について活発なデ

ィスカッションを行った。 

なお、本セミナーは、新型コロナウイルス感染症の感染予防対策の観点から、Microsoft 

Teams LIVEを使用したオンライン形式で開催した。本セミナーの参加申込者が 92名と多数

に達したことから、当日の質疑応答やチャットでの質問は行わず、セミナー終了後のアンケ

ートにて回答する形式とした。 

また、3月 16日の宮城・福島地域を中心とした地震発生や 22日の全国的な電力ひっ迫に

よる節電要請を受け、当日の申込キャンセル対応や事後のアーカイブ配信など、最大限配慮

し運営に努めた。 

 

（案内チラシ） 

 



 

49 

 

（当日の様子） 

   

   

 

 

 

（３）アンケート結果 

②人材共創経営のススメ～副業・兼業人材と「協業する」選択肢～ 

Q1. 本日セミナーのご感想をお聞かせください。 
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Q2. 今回のセミナーへのご参加の目的をお聞かせください。(複数回答可） 

 

その他の回答）人材というより副業の業種について知りたかった。 

 

Q3. お客さまのお立場をお聞かせください。 
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Q4. （ご支援を受ける企業・団体様へ）副業・兼業人材との協業についてお聞かせください。 

 
 

Q5. 「すでに協業している」「これから協業する予定である」と回答された方におたずねし

ます。差し支えなければ、分野をお聞かせください。（複数回答可） 
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Q6. （支援機関様・自治体様へ）副業・兼業人材との協業についてお聞かせください。 

 
 

Q7. 「すでに協業をサポートしている」「これから協業をサポートする予定である」と回答

された方におたずねします。差し支えなければ、分野をお聞かせください。（複数回

答可） 
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Q8. 今後、期待する支援内容についてお聞かせください。（複数回答可） 

 

 

Q9. その他、本セミナーや登壇者へのご質問・ご意見・ご感想等がございましたら、お聞か

せください。 

・本日の資料を共有いただけますと幸いです。また、実際の取り組み事例を伺い、これまで

地方で課題であったプロフェッショナル人材へつながることができ、課題解決の一助に

なると改めて感じました。本日はありがとうございました。 

・急用がはいってしまい、パネルディスカッションの導入部分までしか拝聴することができ

ませんでした。もし、可能でしたら、記録データなどを共有いただくことができたらとて

もありがたいです。 いつもありがとうございます。 

・ご講演の際に画面共有いただいた資料を、参考にいただきたい。 

・現在副業・兼業の活用について検討を進めています。とても具体的でわかりやすい取組事

例を聞けて良かったです。 

・大変興味深い内容で震えました。実際に我々の建設業界だけでなく人材確保には多くの企

業が関心あると思います。我々中小企業が特に苦手なのが、『業務の棚卸』だと思います。

フォーラムの最後で『型がある』とおっしゃってました。まさにそういったノウハウのあ

る方々と一緒に仕事ができれば地方中小企業の社員が成長し、生産性が向上する可能性

が大きいと感じたセミナーでした。ありがとうございました。 

・複業人材を活用する場合、月々４万円を複業者への報酬と別に Joins に支払う仕組みと

のことでしたが、請求は「有料職業紹介の人材紹介手数料」なのでしょうか？「マッチン

グに関するコンサルティングフィー」なのでしょうか？ 
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３．DX推進に係る横展開事業の実施 

（１）概要 

DX 推進に係る東北地域の先進事例として、秋田県産業技術センターで実施している IoT

内製人材の育成に向けたプロジェクトに係る他県への横展開の取組として、地方独立行政

法人青森県産業技術センター（以下「青森産技」）にて IoT開発アイデアソン・ハッカソン

を開催した。 

 

（２）内容 

青森産技の工業総合研究所内の施設である「IoT開発支援棟」を仮想的な製造現場と見立

てて、参加者で構成するチームによるアイデアソンやハッカソン等を通じて、デジタル技術

を駆使して製造現場の課題を自ら見える化し、解決していく力を磨く研修会を開催した。ス

ケジュールや実施内容は以下のとおり。 

 

＜第１日目：IoTアイデアソン＞ 

開催日時：2021年 10月 28日（木）10:00～16:00 

参加者：8名（青森県内の製造業、ITベンダ等） 

講師：秋田県産業技術センター 

実施内容：2チームに分かれてのブレインストーミングによる IoT実践検討(座学)、 

IoT開発支援棟課題発掘探検、課題解決のためのアイデア出し、 

開発企画・計画発表 

      ⇒チームごとに開発・構築するツールの概要を決定。詳細設計開始 

       以降は slackを使ってコミュニケーションしつつ作業を実施 
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＜第２日目：IoTハッカソン＞ 

開催日時：2021年 12月 1日（水）10:00～16:00 

参加者：8名 

実施内容：2チームに分かれて本事業にて調達した教材を使用した開発作業、 

     これまでの成果と今後の計画の発表 

     ⇒引き続き開発が必要な部分については slackで開発作業を実施 
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なお本事業の成果については 2022年 3月 2日に開催した東北経済産業局主催のデジタルエ

ンジニア人材育成セミナーでも取組紹介を行い、産業支援機関や企業への周知・横展開も実

施した。 
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Ⅴ まとめ  

東北地域は、東日本大震災以前からの構造的な課題である人口減少や少子高齢化、大都市

圏への若年層の流出等を背景とした働き手・担い手の減少に加えて、新型コロナウイルスの

感染拡大に伴う経済活動の減退等の新たな課題にも直面している。 

他方、コロナ禍を契機として、地方移住への関心の高まりやテレワーク、副業・兼業等の

多様な働き方の普及、デジタル化の進展など、人々や企業の意識・行動に変化が生じており、

これらの変化は、地方が抱える「担い手不足」という構造的な課題を克服するチャンスにも

なり得る。 

また、とりわけ東日本大震の災被災地域においては、地域が復旧・復興に向けて着実に歩

みを進める中で、復興ボランティアやプロボノを始めとする、いわゆる「関係人口」が地域

内に流入することで、地域内外の交流が生まれ、各地で新たな取組も展開された。これら「つ

ながり」を活かした価値共創の経験は、東北地域ならではの強みである。 

今後も、東北地域全体が持続的な発展を遂げていくためには、復興過程で得られた貴重な

経験や様々な人々との絆を大切にしつつ、コロナ禍に伴うデジタル化の潮流を踏まえた形

で「価値共創」を推進することが重要であり、本事業では、今後オープンイノベーションの

源泉となり得る「ヒト」と「デジタル」に焦点を当てて調査を行った。 

 

「ヒト」については、経済産業省「持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会報

告書 ～人材版伊藤レポート～」においても、「求められる雇用コミュニティ」の在り方と

して、従来型の囲い込み型から、多様性を受容し、選び、選ばれる関係が重要であると提唱

されている（下図）。 
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東北経済産業局では、今後、地域社会の未来を見据え、➀組織変革に挑戦し、②多様な人

材との共創・パートナーシップにより、③事業の成長や発展につなげている企業経営の在り

方を「人材共創経営」と称して普及を行っていくこととしている。地域中小企業においても、

本事業の成果物である「人材共創経営のススメ」の副題にあるとおり、「今こそ、多様な人

材が活躍するオープンな組織への変革」を促進し、「人材共創経営」を実現することが求め

られる。 

また、「デジタル」については、本事業を通して東北地域における、事業者同士の共創に

よる DXの可能性を整理した。今後は、各種ソリューションとユーザーである地域企業のマ

ッチングや、地域企業の変革を後押しする第三者としての「企業 DX支援者」への普及啓発

など、東北地域における DX推進に向けては引き続き様々な取組が求められる。 

「ヒト」と「デジタル」は、経済産業省「スマートかつ強靱な地域経済社会の実現に向け

た研究会 取りまとめ」においても、地域経済社会の「稼ぐ力」＝付加価値生産性を向上さ

せる上で重要な要素とされている。 

いずれの取組においても、地域において率先して取組を行っている、いわゆる「イノベー

ター」は現状一握りであり、今後いかに「アーリーアダプター」層を開拓し、取組の裾野を

拡大していくかが重要なポイントとなる。 

その際、東北経済産業局においては、上述の取りまとめにおいて述べられている地方経済

産業局の機能、すなわち、「地域経済の課題対応の機運醸成や意識改革、地域経済の各主体

のコーディネーション、取組の推進や広域化・横展開などの機能」を強化し、地方公共団体

をはじめ地域のステークホルダー、さらには、関係省庁の地方支分部局と連携して、民間の

力が最大限活かされるよう、化学変化を促すカタライザー（触媒）として、機動的、かつ、

変革に向けて一層深く取り組むことが重要となる。また、地域の情報共有のハブとなり、

様々な事例・地域分析や、モニタリングや評価に資する情報を公にしていくことで、多様な

主体のインスピレーションを高めていくといったアクセラレーター・ファシリテーター的

な伴走者となることが重要となる。 

結びに、本報告書が、東北地域でオープンイノベーションの推進に取り組む際の様々な活

動に活用されるとともに、多様な主体が連携し、地域全体でイノベーション促進が戦略的に

行われることを期待する。 



































































































































（様式２）

頁 図表番号
7
8
9
9
10
10 関東経済産業局「兼業・副業による人材の受け入れニーズ調査」

二次利用未承諾リスト

委託事業名 令和３年度東北地域のオープンイノベー
ション環境創出に向けた外部人材活用及びＤＸ推進可
能性調査事業

報告書の題名 令和３年度東北地域のオープンイノ
ベーション環境創出に向けた外部人材活用及びＤＸ推
進可能性調査事業調査報告書

受注事業者名 株式会社東京商工リサーチ東北支社

東京都産業局「都内企業における兼業・副業に関する実態調査」

タイトル
東京都産業局「都内企業における兼業・副業に関する実態調査」

東京都産業局「都内企業における兼業・副業に関する実態調査」

関東経済産業局「兼業・副業による人材の受け入れニーズ調査」

東京都産業局「都内企業における兼業・副業に関する実態調査」




